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透水性が高い砂質土を最終覆土に使用している管理型最終処分場において、最終覆土内部

の水分量の変化をモニタリングした。その結果、最終覆土中の水分量は浅層部では変動が大

きいが、深層部では高値で変動しにくく、また、地点により土壌水分量の変動挙動に差がみ

られた。これらの原因として、最終覆土からの蒸発、水分移動・再分配、保有水水位の上昇

および廃棄物層の不均一性が影響していると考えられた。さらに、10m 四方のキャッピング

をした場合の影響について評価したところ、キャッピング下部の土壌水分量は周辺と差がみ

られず、豊富な浸透水量による保有水水位の上昇と、最終覆土内部の水分分配による影響が

考えられた。 
 
 

１．はじめに 
 
最終処分場の最終覆土層に関しては厚さに関しての法

的基準はあるが、材質については「土砂またはそれに類す

るもの」とされ、具体的な基準は無い 1)。一般的には、浸

出水量を削減して水処理のランニングコストを抑制する

ために、透水性が低い土質が望ましいとされている 2)。し

かしながら、埋立地内部の早期安定化を優先するのであれ

ば、塩類洗い出しと有機物の好気性分解を速やかに進行さ

せる上で、透水性と透気性が高い土質の方が有利であるよ

うに思われる。従って、処分場廃止までに要する費用を検

討する上では、安定化に要する期間と処理浸出水量が重要

な要素であり、最終覆土はこれらの要素に直接影響する。 
しかし、透水性が高い最終覆土を採用している処分場は

全国的に少なく、研究事例が少ない。そこで今回、最終覆

土に砂質土を使用している管理型最終処分場を対象とし

て、最終覆土内部の水分変化挙動の把握を目的とし、覆土

中の土壌水分量をモニタリングした。 
また、浸透水量の制御として有効な手法のひとつである

キャッピングが最終覆土内の水分量に及ぼす影響を調べ

るため、埋立地の一部に小面積のキャッピングを施し、降

水を遮断した場合の水分量変化についても評価した。 
 

２．方法 
 
２．１ 試験対象処分場埋立地の概要 

試験は北陸地方沿岸部に位置する掘り込み式の管理型

最終処分場で実施した。この処分場では埋立地造成時に発

生した砂質土を保管し、最終覆土として使用している。

2009 年に計測した最終覆土厚は 0.75m、日本工業規格 JIS 
A 1218 の定水位法で測定した透水係数は 1.11×10-2 cm/s
であり、一般的な最終覆土に比べて透水性が高い。一方、

廃棄物層の透水係数はバラツキが大きく、最高で 1.55×
10-2 cm/s、最低で 8.53×10-3 cm/s であり、概して最終覆

土よりも透水性が低い傾向にあるが、高い部分も存在した。 
 
２．２ 土壌水分量、降水量および保有水水位調査 

最終覆土の地表から深度約 0.2m と約 0.4m に複数のセ

ンサー（onset 社製 S-SMC-M005）を埋設し、土壌水分量

を 1 時間間隔で計測した。地表の凹凸や傾斜の影響を避け

るため、センサーの埋設は水準器を用い、センサー間の相

対的な高さに差が生じないよう配慮した。試験期間は

2012 年 6 月 23 日から 2013 年 8 月 31 日としたが、11 月

27 日から 29 日まではモニタリングを中断し、野生動物に

よるセンサーケーブル切断対策と、それに伴うレイアウト

変更を行った。レイアウト変更前後のセンサー位置をそれ

ぞれ図 1 と図 2 に示す。 
 さらに、2012 年 12 月 3 日から 2013 年 5 月 2 日の間は

図 2 の正方形で示した位置にブルーシート（10m×10m）

を敷設し、地表から覆土層への降水浸透を遮断した（キャ

ッピング）。ブルーシート上の降水は周囲に設置した「雨

樋」にて導水し、センサーから離れた位置に排除した。試

験現場の写真を図 3 に示した。 
試験区域の近くに気象計も併せて設置し、試験期間中の 

 
 

図 1 レイアウト変更前のセンサー埋設位置 
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気温と降水量を計測した。また、試験対象処分場から約

8km 離れた地点のアメダスデータを用い、Blaney Criddle
法による月間可能蒸発量を算出し、その 60%が蒸発に有効

に使用されたとした場合の水分浸透量を算出した 2)。 

また、本報における保有水水位は、埋立地に存在する最

も近傍の約 30m 離れた観測井の水位を用いた。 
 

３．結果および考察 
 
３．１ 深度による影響 

2012 年 6 月 23 日から 11 月 27 日までの a 地点におけ

る深度 0.2m と 0.4m の土壌水分量（体積含水率）の変化

を、降水量と併せて図 4 に示す。また、z 地点（a 地点か

ら 8m の地点）についても、気温と併せて図 5 に示す。こ

の間はブルーシートの被覆はしていない。 
図 4、図 5 とも、深度 0.4m に比べて 0.2m の土壌水分

量は低く、変動が大きい傾向がみられた。降水後に水分量

が増加しており、降水直後においては短時間ではあるもの

の、深度 0.4m よりも 0.2m の水分量が多くなる場合もみ

られた。 
月間可能蒸発量と水分浸透量を図 6 に示す。6 月から 10

月までは月間可能蒸発量が 100mm 以上であり、8 月の浸

透水量はマイナス値を示した。 
観測井の保有水水位を図 7 に示す。8 月を除き、保有水

水位は最終覆土（GL-0.75m）以上の水位に達しており、

最終覆土の底部の水分は飽和していたと考えられる。 
最終覆土内部の土壌水分量に及ぼす影響因子として降

水量、蒸発量、廃棄物層への浸透水量が挙げられる。砂質

土は一般の土壌に比べて透水性と透気性が高いため、地表

から浸透した降水は速やかに底部に移動し、かつ、大気へ

の蒸発による乾燥も進みやすく、このことが表層部の水分

変動が大きい原因と考えられた。一方、深層部においては、

保有水水位がセンサーの深度（GL-0.4m）まで達していな

くても、最終覆土層よりも廃棄物層の方の透水性が低い傾

向があるため、水分は溜まり易い。さらに加えて、毛管現

象もあることから、0.4m 深度においては水分が飽和、も

しくはそれに近い状態になりやすく、その結果、水分量変

動が小さかったと考えられた。 
なお、図 5 の 8 月にみられた z-0.4m の水分量低下は、

図 6 と図 7 で確認できる水分浸透量の減少と、それによる

保有水水位の低下が原因と考えられ、降雨後は速やかに回

復している。覆土深層部の水分が低下している時期に集中

した降水があると、浅層部と深層部の水分量が一時的な逆

転が起こり得ると考えられる。 
 
 

図 4  a 地点の水分量と降水量 

３．２ キャッピングと位置による影響 

2012年11月29日から2013年8月31日までのB地点、

C 地点および D 地点（それぞれブルーシート中心部から 
 

図 2 レイアウト変更後のセンサー埋設位置 

 

図 3 キャッピング試験現場の写真  

 

図 5  z 地点の水分量と気温 
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2m）の結果を図 8 に、E 地点と G 地点（それぞれ中心部

から 4m）の結果を図 9 に示す。図 8 に降水量を、図 9 に

気温を併せて示した。F 地点は試験再開直後から異常値を

示し、短期間でデータ欠損したため評価から除外した。 
 図 8 では、B 地点は 11 月 29 日から 1 月 9 日、D 地点は

3 月 20 日以降、C 地点は 4 月 28 日以降のデータが欠損し

ている。3 地点ともデータ収集できた期間については、土

壌水分量の大きな変動はみられず、0.33～0.37m3/m3 であ

り、ほぼ同程度の水分量を示した。図 9 では、7 月に E 地

点と G 地点で 0.1m3/m3程度の差がみられた期間があった

が、それ以外では両地点で同程度の値を示した。 
A、B、E および Z の各地点の深度 0.4m の結果を図 10

に示す。これらの地点はそれぞれ、ブルーシートの中央、

中央から 2m、4m、ブルーシート外（中央から 8m）にあ

る。モニタリング再開から 3 月中旬までは、全ての地点の

土壌水分量はそれぞれ一定の値で推移し、大きな変動はみ

られなかった。 
月間可能蒸発量と水分浸透量を図 11 に示す。12 月から

2 月の冬期は、月間可能蒸発量が 50mm 未満であるが、3
月以降は月間可能蒸発量が増加し、5 月の水分浸透量はマ

イナス値を示した。 
観測井の保有水水位を図 12 に示す。12 月から 2 月の冬

期は、保有水は GL-0.4m よりも高い水位を示しており、

深度 0.4m のセンサーは水没していたと考えられる。3 月

以降は低下し、5 月から 7 月の間は最終覆土（GL-0.75m）

以下となった。 
以上から、モニタリング再開から 3 月中旬までの期間で

水分量変動が小さかった原因は、保有水水位上昇に伴う水

分飽和によると考えられ、このことは図 4 と図 5 における

10 月以降のキャッピングを実施していない期間において

も同程度の値を示していることからも示唆される。センサ

ー間の僅かな水分量の差は間隙率等の影響が考えられ、深

度0.2m付近の間隙率は0.39～0.47の範囲で差がみられた。   
次に、3 月下旬から 4 月上旬にみられた水分量の変動に

ついて考察する。キャッピング中で大きな水分変動が確認

されたのはこの期間のみであり、図 11 で示した月間蒸発

可能量が増加し、水分浸透量が減少した時期と一致する。

ただし、図 12 では、この期間の観測井の水位は GL-0.6m
程度で依然高く、最終覆土層にある。 
水分量が最も大きく減少したのは Z 地点、続いて B 地

点、A 地点であり、E 地点についてはごく僅かな減少しか

みられず、ブルーシートの中心からの距離との関係はみら

れなかった。さらに、E 地点はブルーシート撤去後も、土

壌水分量が減少した後の降雨による回復幅が大きく、全体

的にも他の地点に比べて水分量が多い。一方、Z 地点は降

雨後の水分回復量が少ない傾向がみられた。 
このような地点による水分量変化挙動の差は、廃棄物層

の不均一な透水性が影響していると推察した。つまり、下

部の埋立廃棄物の透水性が高く、浸透水が速やかに下部に

移動しやすい地点であっても、降水量が多く、水分浸透量

が豊富な期間は周囲から水分が移動することによる水分

の再分配が発生し、周囲と同等の水分量を維持できる。し

かし、水分浸透量が少なくなると、再分配による水分移動

速度が低下し、相対的に廃棄物層への浸透移動速度の方が

速い部分が発生し、その結果、地点により最終覆土層の水

分量に差が生じたものと考えた。 
地点による水分量変動挙動の差異を引き起こす因子と

しては、廃棄物層の透水性以外にも表層部の蒸発散量の差

異が考えられる。例えば、部分的なキャッピングは降雨を

図 6 可能蒸発量と水分浸透量 

 

図 7 観測井の地表からの水位 

 

図 8 2m 地点の水分量と降水量 

 

図 9 4m 地点の水分量と降水量 

 
遮水するだけでなく、蒸発可能量も低減させる効果がある。

つまり、夏期の蒸発散量が大きい時期はキャッピング部以

外の水分量が低下することで吸引力が発生し、キャッピン

グ下部の水分がキャッピング部周辺に移動することが考
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えられる。しかし、透水性が高い砂質土を使用した場合は

蒸発に起因する水分移動よりも、降雨の浸透による水分移

動が速いため、本研究で試験した程度の部分的なキャッピ

ングが、その下部の土壌水分のみを局所的に低下させるこ

とは考えにくい。 
 

４．まとめ 
 
最終覆土に砂質土を使用した場合、最終覆土中の水分量

は浅層部では変動が大きく、深層部では高値で変動しにく

いことが分かった。浅層部の変動は深部への水分移動と蒸

発が、深層部の安定は保有水水位の上昇と毛管現象に伴う

水分飽和が原因と考えられた。 
また、地点による土壌水分量の変動挙動に差がみられた。

これは廃棄物層の不均一な透水性によるものであり、水分

浸透量が少なく保有水水位が低い時期においては、透水性

が高い埋立廃棄物の上部にある覆土中の水分減少が、最終

覆土内部での周囲からの水分の移動・再分配よりも速くな

ることが原因と推察された。 
本研究では、部分的なキャッピングによって降雨を遮断

しても、保有水水位の上昇や覆土層内での水分移動・再分

配により、キャッピング下部の水分量がキャッピング部周

辺と同程度で維持されることが確認された。このことは、

透水性が高い最終覆土を用いた埋立地において、キャッピ

ング面積が過大でなく、周囲に水分浸透する部分があれば、

下部の廃棄物層への水分浸透や塩類洗い出し効果を阻害

しないことを意味しており、総浸透水量と水分浸透エリア

を適正に調整したキャッピングは安定化の促進と維持管

理費用の削減を同時に実現することが期待できると考え

ている。 
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図 10 各地点の水分量 

 

 
図 11 可能蒸発量と水分浸透量 

 

 
図 12 観測井の地表からの水位 

 


